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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
基端部、先端部およびステント収容部を有する内側チューブ部材と、
　基端部および先端部を有するステントと、同ステントは同内側チューブ部材のステント
収容部の周囲に配置されることと、
　同ステントの基端部もしくは先端部に近接する同内側チューブ部材の周囲に配置された
形状記憶金属バンパーとを備え、同バンパーは、マルテンサイト相とオーステナイト相と
の間を変形可能であり、同マルテンサイト相においては第１の縮小した形状および同オー
ステナイト相においては第２の拡大した形状を有し、同第１の縮小した形状から同第２の
拡大した形状に変形可能であり、同第１の縮小した形状にあるときは、同バンパーは同ス
テントの流路内に保持されて、同ステントが同バンパーの周囲を通過可能であり、同第２
の拡大した形状にあるときは、同バンパーの外径が同ステントの内径を上回り、同バンパ
ーの拡張部分の側面が同ステントの端面に当接することにより、同バンパーは同ステント
の流路内へ進入することを阻止されて、同ステントはバンパーの周囲を通過不能であるこ
ととを特徴とするステント搬送システム。
【請求項２】
前記バンパーは、前記ステントの基端部に近接する請求項１に記載のステント搬送システ
ム。
【請求項３】
前記バンパーは、同バンパーの温度を上昇させることによって、第１の縮小した形状から



(2) JP 4271943 B2 2009.6.3

10

20

30

40

50

第２の拡大した形状に変形可能であることを特徴とする請求項１または２に記載のステン
ト搬送システム。
【請求項４】
前記バンパーは、溝部分および溝のない部分を有するチューブである請求項１～３のいず
れか一項に記載のステント搬送システム。
【請求項５】
前記溝部分は、前記バンパーの拡張時に開くことを特徴とする請求項４に記載のステント
搬送システム。
【請求項６】
前記バンパーの拡張時に、前記溝部分は、前記溝のない部分に対してゼロでない角度で拡
張することを特徴とする請求項４または５に記載のステント搬送システム。
【請求項７】
前記ステントの周囲に配置された後退可能なシースをさらに有する請求項１～６のいずれ
か一項に記載のステント搬送システム。
【請求項８】
前記ステントはニチノールから成形される請求項１～７のいずれか一項に記載のステント
搬送システム。
【請求項９】
形状記憶金属はニチノールである請求項１～８のいずれか一項に記載のステント搬送シス
テム。
【請求項１０】
拡大した形状における前記バンパーは、前記内側チューブ部材から径方向外向きに前記ス
テントよりも長く延びる請求項１に記載のステント搬送システム。
【請求項１１】
基端部および先端部を有する内側チューブ部材と、
　基端部および先端部を有する移植可能な医療装置と、同医療装置は同内側チューブ部材
の一部の周囲に配置されることと、
　同医療装置の基端部もしくは先端部近傍の同内側チューブ部材の周囲に配置される形状
記憶金属バンパーとを備え、同バンパーは、マルテンサイト相とオーステナイト相との間
を変形可能であり、同マルテンサイト相においては第１の縮小した形状および同オーステ
ナイト相においては第２の拡大した形状を有し、温度変化に反応して同第１の縮小した形
状から同第２の拡大した形状に変形可能であり、同第１の縮小した形状にあるときは、同
バンパーは同医療装置の流路内に保持されて、同医療装置が同パンバーの周囲を通過可能
であり、同第２の拡大した形状にあるときは、同バンパーの外径が同医療装置の内径を上
回り、同バンパーの拡張部分の側面が同医療装置の端面に当接することにより、同バンパ
ーは同医療装置の流路内へ進入することを阻止されて、同医療装置はバンパーの周囲を通
過不能であることとを特徴とする体腔に移植可能な医療装置を搬送するための搬送システ
ム。
【請求項１２】
前記バンパーは、前記医療装置の基端部に近接する請求項１１に記載の搬送システム。
【請求項１３】
前記医療装置は、ステント、ステントグラフト、グラフトおよび大静脈フィルタからなる
一群から選択される請求項１１または１２に記載の搬送システム。
【請求項１４】
基端部および先端部を有する内側チューブ部材と、
　基端部および先端部を有する移植可能な医療装置と、同医療装置は同内側チューブ部材
の一部の周囲に配置されることと、
　同医療装置の基端部もしくは先端部近傍の内側チューブ部材の周囲に配置された形状記
憶金属バンパーとを備え、同バンパーは、マルテンサイト相とオーステナイト相との間を
変形可能であり、同マルテンサイト相においては縮小した形状および同オーステナイト相
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においては拡大した形状を有し、同マルテンサイト相の縮小した形状にあるときは、同バ
ンパーは同医療装置の流路内に保持されて、同医療装置が同バンパーの周囲を通過可能で
あり、同オーステナイト相の拡大した形状にあるときは、同バンパーの外径が同医療装置
の内径を上回り、同バンパーの拡張部分の側面が同医療装置の端面に当接することにより
、同バンパーは同医療装置の流路内へ進入することを阻止されて、同医療装置はバンパー
の周囲を通過不能であることとを特徴とする装置搬送システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は長さ調節が可能な搬送システムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　ステントをカテーテルの内側チューブに取り付ける場合には、カテーテルの内側チュー
ブの先端部もしくは基端部のどちらからでも装着することができる。しかしながら、ステ
ントを先端方向から取り付ける場合、カテーテルの先端部分がステントを妨げることがあ
る。先端部分からの妨害を避けるために、ステントを取り付ける際は、ステントは先端部
分が通り抜けられるほどの広さの開口部を有する必要があり、これは装置の性能において
問題を残す。ステントを基端方向から取り付ける場合、ステントは、内側チューブ上にあ
る近位バンパーのいずれかによって妨害されることがある。通常、バンパーは、カテーテ
ルの内側チューブのステント収容部の基端方向に設置され、ステントをカテーテルから搬
送する際の補助となる。バンパーからの妨害を避けるために、ステントを取り付ける際に
は、ステントはバンパーが通り抜けられるほどの広さの開口部を有する必要があり、これ
もまた装置の性能において問題を残す。
【０００３】
　一旦ステントがカテーテル上に取り付けられると、後退可能なシースがステントを覆う
ように配置される。後退シースを後退させるための多数の装置が周知である。後退シース
を開示している特許には、米国特許第５７７２６６９号および第５８６８７５５号が含ま
れる。多くの後退システムにおいて、シースを後退させるためには、取り付けられたステ
ントの長さと少なくとも同じ距離だけマニホールドの一部を移動させる必要がある。
【０００４】
　米国特許第６０９００３５号、第６０１８８５７号および第５９１１４５２号などの多
数の特許は、ステントの取り付けに関する問題を扱っているが、自己拡張型ステントをカ
テーテル上に取り付ける方法、およびステント取り付けを円滑に行うカテーテルの必要性
が依然残されている。また、後退可能なシースを有するカテーテルおよびシースの後退を
円滑に行う手段を有するシース後退機構が、依然必要とされている。
【０００５】
　本願において述べられた全ての米国特許、特許出願および他の発行物は、その開示され
た内容全てが本明細書に開示されたものとする。
　本発明の範囲を限定することなく、本発明の様々な実施形態の要約を以下に記載する。
本発明の要約された実施形態のさらなる詳細および／または本発明のさらなる実施形態に
ついては、以下の「発明の詳細な説明」に記載されている。
【０００６】
　本明細書における技術的な開示の要約もまた、米国特許法施行規則第１．７２条に順守
するためだけに添付される。なお、要約書は、請求の範囲の解釈に使用することを意図し
たものではない。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明の目的は上記した問題を解決することができる搬送システムを提供することにあ
る。
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【課題を解決するための手段】
【０００８】
　一実施形態において、本発明は、基端部および先端部を有する内側チューブ、ステント
収容部および同収容部の周囲に配置されるステントからなるステント搬送システムに関す
る。同搬送システムは、さらにステントの基端部もしくは先端部に近接する位置において
、内側チューブの周囲に配置された形状記憶金属のバンパーからなる。望ましくは、ステ
ント収容部は内側チューブの先端部に位置し、形状記憶バンパーはステントの基端部に近
接する。
【０００９】
　本発明はまた、移植可能な医療装置を体腔に搬送するための搬送システムを有する他の
実施形態に関する。搬送システムは、基端部、先端部および医療装置収容部を有する内側
チューブからなる。移植可能な医療装置は、内側チューブの医療装置収容部の周囲に配置
される。形状記憶金属バンパーは、移植可能な医療装置の基端部もしくは先端部に近接す
る位置において内側チューブの周囲に配置される。望ましくは、医療装置収容部は内側チ
ューブの先端部に近接し、形状記憶バンパーは移植可能な医療装置の基端部に近接する。
【００１０】
　本発明はさらに、基端部、先端部および医療装置収容部を有する内側チューブからなる
装置搬送システムに関する。望ましくは、医療装置収容部は内側チューブの先端部に近接
する。移植可能な医療装置は、内側チューブの医療装置収容部の周囲に配置される。形状
記憶金属バンパーは、移植可能な医療装置の先端部、より望ましくは、基端部に近接する
位置において内側チューブの周囲に配置される。形状記憶金属バンパーは、マルテンサイ
ト相とオーステナイト相との間を変形可能である。マルテンサイト相においては、形状記
憶金属バンパーは縮小した形状を有する。オーステナイト相においては、形状記憶金属バ
ンパーは拡大した形状を有する。
【００１１】
　本発明はまた、ステント搬送システムを提供する方法に関する。本発明の方法において
、基端部および先端部を有するチューブが提供される。チューブの先端部は、拡大された
先端部分において終端処理される。チューブは、形状記憶金属で成形されたバンパーを先
端部分に対して基端方向に有する。バンパーは、縮小した状態から拡大した状態に拡張可
能である。バンパーは縮小した状態である。バンパーが縮小した状態の時に、バンパーが
通過するように寸法決めされた流路を有するステントが提供される。ステントは、バンパ
ーの周囲を通過し、バンパーと先端部分との間のバンパーに近接する内側チューブの周囲
に配置される。最終的に、バンパーは縮小した形状から拡大した形状に変化することにな
る。
【００１２】
　他の実施形態においては、本発明は、ラックおよびピニオンを有するマニホールドから
なる医療装置搬送システムに関する。内側チューブはマニホールドから先端方向に延びる
。後退可能なシースは、内側チューブの先端部の周囲に配置される。プルワイヤは、基端
方向に後退可能なシースからマニホールドまで延びる。プルワイヤはピニオンに取り付け
られる。シースは、ラックおよびピニオンのうちの一方を他方に対して移動させることに
より後退させてもよい。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１３】
　本発明は様々な形態で実施することができるが、本明細書においては、特定の好ましい
実施形態について詳細に記載する。実施形態の記載は、本発明の原理を例示するものであ
り、本発明を特定の実施形態に限定するものではない。
【００１４】
　医療装置搬送システムは、図１において符号１００で示される。医療装置搬送システム
は、基端部１０２および先端部１０４を有する。マニホールド１０６は、基端部１０２に
おいて設置される。内側チューブ１０８は、マニホールド１０６から先端方向に延びる。
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内側チューブは、望ましくは、その先端部に向かって医療装置収容部１１０を有する。内
側チューブ１０８は、先端部分１１２内の先端において終結処理される。先端部分１１２
は、内側チューブと一体形成されてもよく、あるいは、接着、熱溶接もしくはレーザーに
よる接着を含むいずれの好適な接着技術を使用して、内側チューブに接合してもよい。後
退可能なシース１１４は、内側チューブ１０８の先端部の周囲に配置される。プルワイヤ
１１６は、基端方向に後退可能なシース１１４からマニホールド１０６の範囲まで延びる
。後退可能なシース１１４は、プルワイヤ１１６によって基端方向に後退させてもよい。
【００１５】
　医療装置搬送システム１００はさらに、医療装置収容部１１０近傍の内側チューブの周
囲に配置される形状記憶金属バンパー１１８からなる。望ましくは、形状記憶バンパーは
、医療装置収容部の基端部に近接する。形状記憶金属バンパー１１８は、いずれの好適な
接着剤、もしくはバンパーをチューブに取り付けるための他のいずれの好適な方法を使用
して、内側チューブ１０８に取り付けてもよい。形状記憶金属バンパーは、図２および図
３において詳細に示されるような縮小した形状と、図４乃至図７において詳細に示される
ような拡大した形状との間を変形可能である。図２乃至図７の実施形態において、形状記
憶金属バンパー１１８は、溝部分１２０および溝のない部分１２２を有するチューブ形状
をなす。形状記憶金属バンパー１１８は、図４および図５において、縮小した形状から拡
大した形状に変化する様子が示される。内側チューブ１０８の溝部分１２０は部分的に開
放している。図６および図７において、内側チューブ１０８の溝部分は全開する。全開し
た形状において、形状記憶金属バンパーは、任意に内側チューブから径方向外向きに、ス
テントを超える距離まで延びてもよい。
【００１６】
　本明細書において開示された医療装置搬送システムのいずれも、２つの形状記憶金属バ
ンパー、すなわち一方を医療装置もしくはステントの基端方向に、他方を医療装置もしく
はステントの先端方向に有してもよい。
【００１７】
　他の形状を有する形状記憶金属バンパーを使用してもよい。例えば、内側チューブの周
囲の全方向には延びないような、１つ以上の弓状の形状記憶金属バンパーを使用してもよ
い。より一般的には、いずれの形状の形状記憶金属バンパーも、バンパーが縮小した形状
および拡大した形状を有する限りは使用してもよく、縮小した形状において、バンパーは
ステントもしくは他の医療装置の流路を通過し、拡大した形状において、バンパーはステ
ントなどの医療装置の流路を通過できない。
【００１８】
　形状記憶金属バンパー１１８は、いずれの好適な生体適合性を有する形状記憶金属から
成形されてもよい。使用可能な形状記憶金属の例としては、ニチノールとして周知なニッ
ケル・チタン合金、銅・アルミニウム・ニッケル合金、銅・亜鉛・アルミニウム合金およ
び鉄・マンガン・シリコン合金が含まれる。
【００１９】
　形状記憶金属バンパーは、ニチノールから成形されることが望ましい。ニチノールは、
マルテンサイト相およびオーステナイト相の二相を有する。ニチノールからなる溝を有す
るチューブは、図６および図７に示されるように所望の形状に成形され、加熱された形状
で所定の姿勢となる。次に、ニチノールは、その形状を維持する間に冷却されて、図２お
よび図３において示されるような別の形状に塑性変形される。その後加熱されて、ニチノ
ールは低温で塑性変形される前の形状に戻る。
【００２０】
　医療装置搬送システム１００は、ステントおよび大静脈フィルタを有する様々な移植可
能な医療装置を搬送するために使用してもよい。本明細書において、ステントとは、ステ
ント、グラフト、ステントグラフトおよび他の拡張可能な人工器官のことである。図１に
おいて示されるように、ステント１２４は、内側チューブ１０８の医療装置収容部１１０
の周囲に配置される。ステント１２４は、自己拡張型ステントであることが望ましい。医



(6) JP 4271943 B2 2009.6.3

10

20

30

40

50

療装置搬送システムに使用される好適なステントの例としては、国際公開番号ＷＯ９６／
２６６８９において開示されたシメッド　ラディアス（登録商標Ｓｃｉｍｅｄ　Ｒａｄｉ
ｕｓ）ステントなどの形状記憶金属ステントである。
【００２１】
　本発明の医療装置搬送システムはまた、医療装置収容部において膨張可能な医療バルー
ンおよびバルーンへの膨張流体を供給するための膨張ルーメンを構成することによって、
バルーン拡張可能ステントと共に使用するために変更してもよい。バルーンを有する医療
装置搬送システムの例は、米国特許第５９８９２８０号に記載されている。
【００２２】
　上述した本発明の医療装置搬送システムは、オーバーザワイヤ、ラピッドエクスチェン
ジもしくは固定ワイヤの構成において提供されてもよい。そのような構成を有するカテー
テルの例が、米国特許第５９８０５３３号および第５９５７９３０号において開示されて
いる。
【００２３】
　本発明はまた、移植可能な医療装置を搬送するための搬送システムを構成する方法に関
する。本発明による方法において、図８Ａに示すように、基端部および先端部を有するチ
ューブ１０８が構成される。チューブ１０８の先端部は、拡大された先端部分１１２にお
いて終端処理される。チューブ１０８は先端部分１１２に対して基端方向に形状記憶金属
から成形されたバンパー１１８を有する。バンパー１１８は、縮小した形状から拡大した
形状に拡張可能である。ステント１２４などの、縮小した形状においてバンパーを通過さ
せるように寸法決めされた流路を有する移植可能な医療装置が提供される。図８Ａにおい
てさらに示されるように、移植可能な医療装置は、縮小形状１１８ａにおいてバンパーの
周囲を通過し、バンパーと先端部分との間のバンパーに近接する内側チューブの周囲に配
置される。バンパーは、図８Ｂに示すように、縮小した形状から部分的に拡大した形状１
１８ｂに変化し、次に、図８Ｃに示すように、十分に拡大した形状１１８ｃに変化する。
【００２４】
　バンパーの温度を上昇させることによって、バンパーを拡大した形状へ変形させてもよ
い。バンパーが、オーステナイト開始および終了温度を有するマルテンサイト相およびオ
ーステナイト相を有する形状記憶金属から成形されている場合、バンパーの温度をオース
テナイト開始温度を超える温度まで上昇させ、バンパーを縮小した形状から拡大した形状
に変形させてもよい。特定の種類のニチノールを選択して、バンパーを加熱することによ
りチューブが損傷しないように、オーステナイト開始もしくは終了温度を高くし過ぎない
ようにすべきである。
【００２５】
　本発明の方法は、任意でバンパー近傍に医療装置を配置した後に、内側チューブの基端
部にマニホールドを構成する工程をさらに有してもよい。さらに、本発明の方法は、任意
でバンパー近傍の内側チューブの周囲に移植可能な医療装置を配置する前もしくは後に、
移植可能な医療装置の周囲に後退可能なシースを配置する工程を有してもよい。
【００２６】
　本発明の方法は、ステントを有する様々な移植可能な医療装置と連結して使用してもよ
い。
　他の実施形態において、図１および図９に示すように、本発明は、基端方向に延びる内
側チューブ１０８を有するマニホールド１０６からなる符号１００で示される医療装置搬
送システムに関する。後退可能なシース１１４は、内側チューブ１０８の先端部の周囲に
配置される。プルワイヤ１１６は、基端方向に後退可能なシース１１４からマニホールド
１０６まで延びる。マニホールド１０６は、ラック１５８およびピニオン１６２を有する
。ラック１５８は、基端方向に移動可能である。ピニオン１６２は、図１０および図１１
において詳細に示されるように、ギア部１７０を有し、同ギア部は、その周囲に配置され
た歯状突起１７２およびプルワイヤを巻き取るためのスプールとして動作するシャフト部
１７４を備える。ピニオン１６２は、任意でプルワイヤをスプール部１７４上に保持する
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ために、拡大された端部１７６を備えてもよい。ラック１５８は、図１２に示すように、
ライン状に配置された複数の歯状突起１７８からなってもよい。ラック１５８が基端方向
に移動するにつれて、ラック１５８はピニオン１６２と係合し、プルワイヤ１１６はピニ
オン１６２のスプール部１７４の周囲に巻き取られ、後退可能なシース１１４が後退する
。
【００２７】
　ピニオンのスプール部の直径が、ギア部の直径と比較して大きくなるにつれて、ラック
およびピニオンアセンブリの力学的効果が増し、シースを一定距離後退させるために必要
なラックの長さが短縮される。ラックの長さを短くすることが、マニホールドの短縮され
た長さにとっては望ましい一方で、力学的効果が過ぎた場合、ラックにおけるわずかな偶
然のずれによって、後退可能なシースのずれが大きくなるので、装置を制御することがよ
り難しくなるであろう。さらに、力学的効果が増加するにつれて、ラックを移動させるた
めに必要な力が増加する。望ましくは、ギアの直径に対するスプールの直径の割合は、１
：２から８：１の範囲であり、より望ましくは、１：１から４：１である。
【００２８】
　マニホールド１０６は、第１部分１６４および第２部分１６６からなる。第１部分１６
４は、移動可能に第２部分１６６内に収容される。ラック１５８は第２部分１６６に取り
付けられており、ピニオン１６２は第１部分１６４に取り付けられている。本発明はまた
、異なる形状を有するマニホールドの使用を意図している。例えば、ラックおよびピニオ
ンは、一体構成のマニホールド内に取り付けられてもよい。そのような実施形態において
、ラックは後退可能なシースを後退させるために、マニホールドに対して相対移動する。
【００２９】
　マニホールド１０６はまた、任意で先端方向に摺動してもよい。マニホールドが先端方
向に摺動するにつれて、プルワイヤ１１６はピニオン１６２から巻き戻される。望ましく
は、プルワイヤは、巻き取られるのに十分な弾性を有しており、巻き戻される時に、後退
可能なシースを所定の位置に押し戻す圧力を加えられるほどの硬性を有するものが使用さ
れる。
【００３０】
　図１３において示されるように、医療装置搬送システムはまた、スプールが巻き取られ
る方向を変えることによって、ラック１５８を先端方向に摺動させて、後退可能なシース
１１４を後退させるように構成してもよい。
【００３１】
　図９および図１３の実施形態は、ピニオンよりも大きい半径を有するスプールを採用し
て、圧力の効果を高めている。他の実施形態においては、図１４に示すように、本発明は
、距離的な効果を高めるために、ピニオン１６２よりも小さい半径を有するスプール１７
４を採用した医療装置搬送システムに関する。シースを後退させるためには圧力はさほど
必要としないが、ラックはより長い距離を移動させなければならない。
【００３２】
　上述した実施形態において、ピニオンは所定の位置に固定され、ラックはピニオンに対
して移動可能である。本発明はまた、ラックを所定の位置に固定させて、ピニオンをラッ
クに対して移動可能にした実施形態を検討する。そのような実施形態の例が図１５および
図１６において示される。図１５は、マニホールド１０６の部分平面図を示しており、ラ
ック１５８は所定の位置に固定され、ピニオン１６２はラック１５８に対して移動可能で
ある。図１６は、マニホールド１０６の側面図である。スピンドル１８２は、マニホール
ド１０６内の長手方向の溝１８４を介して、ピニオン１６２から外側に延びる。望ましく
は、スピンドル１８２は、ピニオン１６２内を自由に回転する。スピンドル１８２が基端
方向に移動するにつれて、ピニオン１６２は、基端方向に移動してプルワイヤ１１６をピ
ニオン１６２のシャフト部１７４の周囲で巻き取り、プルワイヤ１１６の先端部に取り付
けられた後退可能なシース（図示せず）を基端方向に後退させる。図１５および図１６の
ラックおよびピニオンは、スピンドルを先端方向に移動させて後退可能なシースを後退さ
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せるように構成させてもよい。上述したように、装置の力学的効果を増大もしくは軽減す
るために、ピニオンのシャフト部の直径をギア部の直径に対して変えてもよい。
【００３３】
　医療装置搬送システムに基づく本発明のラックおよびピニオンがバンパーを有する場合
、すでに述べた形状記憶金属バンパーを使用してもよく、あるいは他の好適なバンパーを
使用してもよい。
【００３４】
　上述された開示事項は、例示的なものであり、包括的なものではない。この記載は、当
業者に対して、様々な変更例や別例を提案するものである。これらすべての別例及び変更
例については、特許請求の範囲に含まれるものであり、特許請求の範囲における「～から
なる、～から構成される」という語は「～を含む」という意味であり、「～に限定される
」という意味ではない。当業者にとっては、本願に記載された特定の実施形態と均等であ
る他の技術が、請求項に包含されるものであると理解されるであろう。
【００３５】
　さらに、従属請求項に記載された特定の特徴は、発明の範囲内において他の方法で互い
に組み合わせることができ、本発明は、従属請求項に記載された特徴のその他全ての組み
合わせによる他の実施形態についても、範囲が及ぶものとする。例えば、請求項の公開の
ために、従属請求項は、多数項従属形式が管轄内で認められている場合には、その請求項
で言及される既述の事項を全て含む先行する全ての請求項を引用する多数項従属形式で二
者択一的に書かれていると解釈されるべきである。（例えば、直接請求項１に直接従属し
ている各請求項は、先行する全ての請求項に従属するものと二者択一的に解釈される。）
多数項従属形式が制限されている管轄内においては、従属請求項は、既述事項を含む先行
請求項に従属する、それぞれが単独に従属する請求項形式で記載されていると代わりに解
釈されるべきである。（例えば、請求項３は代わりに請求項２に従属すると解釈でき、請
求項４は代わりに請求項１又は２に従属すると解釈でき、請求項５は代わりに請求項２、
３または４に従属すると解釈できるなど。）
　２００１年４月１１日付けで出願された米国特許出願第０９／６８１４６２号の内容は
、その全てが本願に開示されたものとする。
【図面の簡単な説明】
【００３６】
【図１】先端部の断面図およびマニホールド部分を示す基端部の側面図を含む本発明によ
る医療装置搬送システムの側面図。
【図２】本発明による内側チューブの周囲に配置された縮小した形状におけるバンパーの
立面図。
【図３】図２のバンパーの溝部分の断面図。
【図４】本発明による内側チューブの周囲に配置された部分的に拡張した形状におけるバ
ンパーの立面図。
【図５】図４のバンパーの溝部分の断面図。
【図６】本発明による内側チューブの周囲に配置された拡張した形状におけるバンパーの
立面図。
【図７】図６のバンパーの溝部分の断面図。
【図８Ａ】長手方向の断面図において示される先端部を有する本発明によるカテーテル上
にステントを取り付ける工程を示す図。
【図８Ｂ】長手方向の断面図において示される先端部を有する本発明によるカテーテル上
にステントを取り付ける工程を示す図。
【図８Ｃ】長手方向の断面図において示される先端部を有する本発明によるカテーテル上
にステントを取り付ける工程を示す図。
【図９】先端部の断面図を含む本発明によるマニホールドの側面図。
【図１０】ピニオンと共に使用されるギアを示す図。
【図１１】ピニオンの側面図。
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【図１２】ラックを示す図。
【図１３】先端部の断面図を含む本発明によるマニホールドの側面図。
【図１４】先端部の断面図を含む本発明によるマニホールドの側面図。
【図１５】本発明によるマニホールドの一部破断平面図。
【図１６】図１５のマニホールドの一部破断側面図。

【図１】 【図２】

【図３】
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【図４】

【図５】

【図６】

【図７】

【図８Ａ】

【図８Ｂ】

【図８Ｃ】

【図９】 【図１０】
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